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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

経常収支比率全体：

経常経費充当一般財源(分子)が減少(△１．５％)したものの、景況により法人市民税等の経常一般財源(分母)が大幅に減少(△６．０％）したために、今年度は１０１．

５％となり、前年度に比べ４．６ポイント上昇している。

人件費：

人件費に係る経常収支比率は、２４．７％と類似団体平均を１．３ポイント下回っており、定員適正化計画に基づく適正な職員配置の取組みが一定程度の効果を上げ

ている。しかし、当市は一部事務組合や公営企業会計の人件費に対する負担金や繰出金が類似団体平均を大きく上回っており、その結果、人口１人当りに対する

人件費及び人件費に準ずる費用は類似団体平均を１７．４％上回っている。今後も計画的な職員採用や各種手当の見直し等を継続実施し、一部事務組合や公営企

業会計を含む人件費全体の適正な管理に努める。

物件費：

物件費に係る経常収支比率は、１１．７％と類似団体平均を３．３ポイント下回っている。これは、ごみ収集業務等の民間委託等が比率上昇の要因となっている一方、

指定管理者制度の実施などにより施設の管理運営経費を縮減したことなどによる。今後も事務事業や施設管理経費等の見直しを図り、内部事務経費等の徹底した

縮減に努める。

扶助費：

扶助費に係る経常収支比率は、９．０％と類似団体平均８．８％を０．２ポイント上回っている。景況による経済格差の拡大や高齢社会の進行により、本市においても

生活保護費や社会福祉費が増加傾向にある。今後も国の計画等を踏まえた上で必要な施策を展開しつつ、扶助費の適切な執行に努める。

公債費：

公債費に係る経常収支比率は、１６．９％と類似団体平均を０．３ポイント上回っているが、経年比較ではほぼ横ばいの状態が続いている。また、公営企業債や一部

事務組合の地方債償還に係る公営企業等への繰入金など、公債費に準ずる費用を含めると、人口１人当たりの決算額では類似団体平均を７４．４％上回っている。

今後は学校教育施設耐震化事業の前倒し実施等により、地方債の元利償還金が膨らむことが予想されるが、地方債の新規発行を伴う普通建設事業を厳選し、地

方債の発行抑制に努める。

補助費等：

補助費等に係る経常収支比率は、１９．３％と類似団体平均を７．８ポイント上回っており、経年比較においても高い値で推移している。これは、病院事業会計等の公

営企業会計や、光地区消防組合や周南地区衛生施設組合等の一部事務組合に対する補助金が多額であることが主な要因である。今後とも、一部事務組合等への

繰出金の繰出し基準や各種補助金(加入負担金等)の加入メリットや補助の目的を明確にし、見直しを進める。

普通建設事業費：

普通建設事業費の人口１人当たりの決算額が平成２１年度に大幅に増加したのは、小中学校教育施設の耐震改修工事や老朽化した緑町市営住宅の建替えを実施

したためである。小中学校教育施設の耐震改修工事は、災害発生時の児童の安全を確保し、また、市民の避難場所としての実効性を確保するためであり、平成２６

年度まで予定されており、また、新市建設計画に基づく新規事業により、普通建設事業費の増加が見込まれる。

その他：

その他に係る経常収支比率は、１９．９％と類似団体平均を６．６ポイント上回っている。これは特別会計や公営企業会計への繰出金が多額であるためで、特に下水

道事業特別会計が占める割合が高くなっている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,514,106 64,711 61,963 4.4
賃金（物件費） 284,773 5,244 5,041 4.0
一部事務組合負担金（補助費等） 639,425 11,775 5,125 129.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 204,113 3,759 1,072 250.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 47,426 873 2,232 ▲ 60.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 129,425 2,383 1,543 54.4
▲退職金 ▲ 382,163 ▲ 7,037 ▲ 7,359 ▲ 4.4
合計 4,437,105 81,707 69,617 17.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.61 6.84 ▲ 0.23
ラスパイレス指数 99.9 97.9 2.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

2,273,291 41,862 34,808 20.3

積立不足額を考慮して算定した額 - - 33 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 50 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,652,011 30,421 14,023 116.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

341,240 6,284 2,608 141.0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

28,245 520 1,189 ▲ 56.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 43 -

▲特定財源の額 ▲ 574,747 ▲ 10,584 ▲ 7,154 47.9
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,009,932 ▲ 37,012 ▲ 27,540 34.4

合計 1,710,108 31,491 18,059 74.4

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 山口県 光市

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,499,043 27,104 ▲ 3.7 42,811 ▲ 15.3 11.6

うち単独分 848,729 15,346 9.4 29,783 ▲ 15.4 24.8

1,578,603 28,720 6.0 40,944 ▲ 4.4 10.4

うち単独分 972,833 17,699 15.3 26,436 ▲ 11.2 26.5

1,195,275 21,839 ▲ 24.0 42,793 4.5 ▲ 28.5

うち単独分 654,896 11,966 ▲ 32.4 25,038 ▲ 5.3 ▲ 27.1

1,429,379 26,213 20.0 41,052 ▲ 4.1 24.1

うち単独分 859,266 15,758 31.7 25,573 2.1 29.6

2,062,162 37,974 44.9 47,847 16.6 28.3

うち単独分 1,025,111 18,877 19.8 27,406 7.2 12.6

過去５年間平均 1,552,892 28,370 8.6 43,089 ▲ 0.5 9.1

うち単独分 872,167 15,929 8.8 26,847 ▲ 4.5 13.3
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